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はじめに
　2016年に 18歳選挙権が導入されて以降，高校教
育の場において主権者教育として様々な取り組みが
実施されてきた。一方，主権者教育に関して，どう
いった取り組みがどのような機会に実施されている
のかについての調査・研究データはまだ確認できな
い。そこで，今後の主権者教育のあり方を検討する
ために必要な作業として，現場の実態や課題につい
て教員へのアンケートによって現状を調査したので，
その結果を分析・報告する。
　また，現場において教員が主権者教育に関する取
り組みを行う中で，最も悩まされる点として「政治
的中立性」の確保がある1）。現時点では，教育にお
ける政治的中立性の定義や中立性確保のための具体
的な手法について，十分に議論が行われているとは
言いがたい。そこで，教育における政治的中立性と
は何か，なぜそれが求められるのか，どのようにし
て確保するべきかといった点について，アンケート
結果を踏まえ，研究者や文部科学省等の見解を参照
しながら検討する。
　アンケートの実施結果の分析及び政治的中立性に
ついての考察を通して，生徒にとって効果的な主権
者教育の構築及び実施に際して，教師がどのような
認識を持つ必要があるのかを明らかにすることが，
本稿の目的である。
１　主権者教育アンケートの実施
（1）　実施の経緯と概要
　主権者教育に関わる取り組みが，どのような形で
行われているのか，また，現場の教師が政治的中立
性の確保についてどのような意識を持っているのか
を調査するため，高等学校又は中等教育学校で地
歴・公民科を担当する教員を対象に，「主権者教育
アンケート」を実施することにした2）。
　アンケートを実施する目的は次の 4点3）である。
第 1は，地歴・公民科の授業時間やその他の時間を
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用い，どのような主権者教育が行われているのかな
どを調査し，主権者教育の実施状況を把握すること
である。第 2は，学校の内外において政治活動に取
り組む生徒の有無について調査することで，生徒の
政治活動への関わりについて実態を把握し，文部科
学省の通知への対応について検討することである。
第 3は，政治的中立性を確保するための課題や政治
的中立性の判断主体等を調査し，教育における政治
的中立性のあり方について現場の教師がどのように
考えているかを明らかにすることである。第 4は，
主権者教育の実施に関する現場の課題を把握し，改
善策を検討することである。
　以上の 4点の調査目的を達成するため，次のよう
にアンケートを構成した。まず，設問 1～4をフェ
イスシート（調査対象の属性調査）にあて，設問 5～
8を主権者教育の実施状況に関して問う内容とした。
設問 9と設問 10においては生徒の学校内外での政
治活動の参加状況について質問し，設問 11～15は
政治的中立性に関する質問事項とした。設問 23は
主権者教育や政治的中立性の確保に関する課題につ
いて自由記述形式で答えてもらう内容とした4）。
　「主権者教育に関するアンケート」は，まず群馬
県内の公立高等学校及び中等教育学校で地歴・公民
科を担当する教員を対象に実施した。主権者教育を
実施する際に，中心的な役割を果たすことが多いで
あろう公民科が専門の教員のみを対象とすることも
考えられるが，群馬県内で公民科を専門とする教員
の人数は 100人未満と限られる上，学校の規模や実
態によって，地歴科担当の教員が公民科の授業を受
け持っている状況も数多くあることを考え，地歴・
公民科を担当する全ての教員を対象にアンケートを
実施することにした5）。
　さらに，他県においても実施することにし，千葉
県・茨城県・山梨県・岡山県・佐賀県において，高
校の公民科を担当する教員が所属する部会（研究会）
にアンケート実施6）を依頼した。
　最終的に，群馬県 174名，千葉県 31名，茨城県
15名，山梨県 18名，岡山県 10名，佐賀県 26名，
合計 264名の方にアンケートに協力をいただいた。
（2）　アンケート回答者の属性
　アンケートに回答いただいた 264名の属性は，表
1～表 4の通りである。
表１　性別
女 17％
男 83％
合計 100％
表２　年齢
20歳代 15％
30歳代 22％
40歳代 25％
50歳代 31％
60歳代以上 8％
合計 100％
表３　主な担当教科
世 界 史 22％
日 本 史 20％
地 理 18％
現代社会 22％
倫 理 4％
政治経済 15％
合計 100％
表４　所属する学校の規模
　　　（学年あたりのクラス数）
2クラス 8％
3クラス 8％
4クラス 15％
5クラス 15％
6クラス 23％
7クラス以上 31％
合計 100％
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（3）　主権者教育の実施状況と目的
　アンケートでは主権者教育の実施状況について調
査するため，設問 5で「選挙権年齢が 18歳へと引
き下げられたことをふまえ，主権者教育をどのよう
な場面で実施しましたか。当てはまるものを全て選
んでください」と質問した。この質問における主権
者教育の実施対象期間は，平成 28（2016）年 4月
から平成 31（2019）年 3月まで（実施予定を含む）
とした。回答結果は表 5の通りである。
　なお，「その他」の場合は具体的な内容について
記入をしてもらったが，記述された内容は「朝の
SHRでニュースを話題に取り上げた」や「学年全
体で実施した」，「大学と連携し外部講座として実施
した」等であり，いずれも何らかの形で主権者教育
を「実施した」に含められるものであった。そのた
め「特に行っていない」という回答を除いた 87％
の回答者が，18歳選挙権の導入からの約 3年間の
間に主権者教育に取り組んだということが明らかと
なった。
　群馬県においては，県教育委員会の主催により，
各高校の主権者教育担当者を対象とする研修会が毎
年開かれたり，主権者教育の実施計画及び報告書の
提出が同じく県教育委員会より求められたりするよ
うになった。このことにも示されている通り，主権
者教育を意識した取り組みの実施が促されている。
また，他県においても，主権者教育の研修講座等が
実施されている。教育委員会を中心とした主権者教
育の推進が，87％という高い数字になって表れてい
るものと思われる。
　次に，主権者教育を「特に行っていない」と回答
した方の，設問 23の自由記述欄での記載内容につ
いて注目してみたい。ここでは，主権者教育を行っ
ていない理由のひとつとして「学校全体での共通理
解が図られておらず，校内での取り組み方法が確立
されていない」や「明確なガイドラインが示されて
おらず難しい」など，主権者教育の取り組みに関す
る方向性が統一されていないことを指摘する記述が
見られた。また，「罰則がある以上，校内の教員に
政治的中立性を要求して主権者教育を行うのは難し
い」7）という，政治的中立性の確保に対する不安が
示される記述もあった。さらに，「高校が個人の投
票行動にまで踏み込んで抱え込んで教える必要は無
い」という意見もあった。
　こうした記述から，一部の教師は学校内で「政治」
を取り扱うことに関する不安を感じていることが分
かる。
　設問 6では，先の設問 5において「担当する授業
の時間を用いて実施した」と回答した方に対し，「授
業時間内においてどのような内容の主権者教育を実
施しましたか。（複数回答可）」と質問した。回答の
結果は表 6の通りである。
　最も多かった回答は「教科書で政治に関連する単
元を取り扱う際，主権者教育を意識した授業を行っ
た」の 82％であり，次いで「教科書の政治に関連
する単元の指導の他に，時間を設けて主権者教育を
意識した授業を行った」の 31％となった。また，
高校生向け副教材『私たちが拓く日本の未来』を用
いた指導を行うという回答が 29％となった。
　「教科書で政治に関連する単元を取り扱う際，主
権者教育を意識した授業を行った」と回答した方の
表５　主権者教育をどのような場面で実施したか
担当する授業の時間を用い実施した。 66％
LHRや総合的な学習の時間等を用い実
施した。 43％
特に行っていない。 13％
その他 5％
表６　授業内でどのような主権者教育を行ったか
教科書で政治に関連する単元を取り扱う
際，主権者教育を意識した授業を行った。 82％
教科書の政治に関連する単元の指導の他
に，時間を設けて主権者教育を意識した
授業を行った。
31％
高校生向け副教材『私たちが拓く日本の
未来』を用いた授業を行った。 29％
外部講師やゲストティーチャーなどを活
用した授業を行った。 8％
その他 4％
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自由記述の中には，現代社会や政治・経済の授業で，
政治や経済に関わる新聞記事を教材として活用した
り，国会中継を YouTubeを用いて視聴し，その内
容について議論したりするといった公民科の授業で
の実践例があり，ほかにも「世界史において市民革
命や立憲主義について取り扱う際」に主権者教育を
意識した授業を行ったという例もあった。特に，公
民科の授業は各校とも週に 2～3時間と限られた授
業時間で実施していることがほとんどである中，主
権者教育の実施のために時間を確保した教師が多く
いたことをうかがい知ることができる。
　設問 7では，設問 5において「LHRや総合的な
学習の時間を用い実施した」と回答した人に対し，
「担当する授業以外の時間を用い，どのような主権
者教育を行いましたか。（複数回答可）」と質問した。
回答の結果は表 7の通りである。
　最も多かった回答は「選挙管理委員会に出前授業
を依頼した」と「高校生向け副教材『私たちが拓く
日本の未来』を用いた授業を行った」であり，共に
50％を超えた。次いで，「学校独自の教材を用い，
模擬投票を行った」が34％，「学校独自の教材を用い，
政党や立候補者の政策の比較などを行った」が
25％と続いた。
　LHRや総合的な学習の時間に行った主権者教育
では，選挙管理委員会との連携と副教材『私たちが
拓く日本の未来』を用いた取り組みが共に 50％以
上となり，多くの教員が取り組んだ実践であったこ
とが分かった。
　設問 8では，主権者教育の目的を現場の先生方が
どのように考えているのかについて調査するため
「あなたが『主権者教育』と聞いて，実施目的とし
て特に重要と考えるものを3つまで選んでください」
と質問した。回答の結果は表 8の通りである。
　最も多かった回答は「社会の諸課題について多面
的・多角的に考察し，公正な判断力を養うこと」の
72％であり，次いで「公共的な事柄に自ら参画しよ
うとする意欲や態度を養うこと」の 60％，3番目は
「社会の諸課題を見いだし，協働的に追究し解決す
る力を養うこと」の 37％となった。また，「その他」
と回答した人の自由記述の中には「外国人が多い地
域のため，外国人には投票権がないことを理解させ
る」，「生徒が公職選挙法に違反したり，トラブルに
巻き込まれたりしないように知識を与える」という
ものなどがあった。
　なお，回答が多かった「社会の諸課題について多
面的・多角的に考察し，公正な判断力を養うこと」
表７　LHR等でどのような主権者教育を行ったか
高校生向け副教材『私たちが拓く日本の
未来』を用いた指導を行った。 54％
選挙管理委員会に出前授業を依頼した。 51％
学校独自の教材を用い，模擬投票を行っ
た。 34％
学校独自の教材を用い，政党や立候補者
の政策の比較などを行った。 25％
有識者（大学教授等）に依頼し講演会等
を行った。 10％
その他 10％
群馬県議会が実施する「GACHi（ガチ）高
校生×（かける）県議会議」を実施した。8） 6％
政治家等（政治家本人や政治団体の関係
者）を学校に招き，講演会等を行った。 1％
表８　主権者教育の実施目的
社会の諸課題について多面的・多角的に
考察し，公正な判断力を養うこと。 72％
公共的な事柄に自ら参画しようとする意
欲や態度を養うこと。 60％
社会の諸課題を見いだし，協働的に追究
し解決する力を養うこと。 37％
選挙制度を理解させること。 36％
高校生の投票率を向上させること。 24％
候補者や政党の主張を理解させること。 18％
根拠を持って主張し，他者を説得する力
を身につけさせること。 14％
日本の政治史や政党史について理解させ
ること。 5％
その他 2％
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と「公共的な事柄に自ら参画しようとする意欲や態
度を養うこと」，「社会の諸課題を見いだし，協働的
に追究し解決する力を養うこと」の 3つは，総務省・
文部科学省の発行した『私たちが拓く日本の未来
（活用のための指導資料）』（以下，『指導資料』とい
う）において政治的教養を育むために必要な力とし
てあげられているもの9）と一致している。このこと
から，主権者教育を行う目的についての教師の認識
は，およそ共通の方向を持ち合わせていると判断す
ることができる。
　また，選挙制度の理解（36％）や高校生の投票率
向上（24％）など，より具体的な項目を選択した回
答者も一定数存在する。なお，他の項目との関連を
見ておくと，「選挙制度の理解」を選んだ方のうち
46％が，設問 6で「授業内で主権者教育を意識した
取り組みを行った」と回答した。また，「高校生の
投票率向上」を選んだ方のうちで 25％が，設問 7
で「模擬投票を実施した」と回答した。
（4）　生徒の学校内外での政治活動の参加状況
　設問 9と設問 10は，高校生の政治活動に関する
実態を把握するための設問とした。
　設問 9では「文部科学省「高等学校等における政
治的教養の教育と高等学校等の生徒による政治的活
動等について（通知）」のなかで，高校生の政治活
動が可能になりました。学校内における生徒の政治
活動について，勤務校の生徒の実態に当てはまるも
のを 1つ選んでください」10）と，設問 10では「（設
問 9と）同様に学校外における生徒の政治活動につ
いて，勤務校の生徒の実態に当てはまるものを 1つ
選んでください（把握している範囲でかまいませ
ん。）」と質問した。
　設問 9で「学校内において政治活動を行う生徒が
見られる」と回答した人は 1.8％，「学校内において
政治活動を行う生徒は見られない」と回答した人は
98.2％であった。また，設問 10で「学校外におい
て政治活動を行う生徒が見られる」と回答した人は
4.1％，「学校外において政治活動を行う生徒は見ら
れない」と回答した人は 95.9％であった11）。学校内
外において政治活動に関わる生徒が見られるという
回答は，共に 5％未満であり，政治活動を行う高校
生がわずかであることが明らかとなった。
　高校生の政治活動については，「高等学校等にお
ける政治的教養の教育と高等学校等の生徒による政
治的活動等について（通知）」の「第 3　高等学校
等の政治的活動等」において，「高等学校等の生徒
による政治的活動等は，無制限に認められるもので
はなく，必要かつ合理的な範囲内で制約を受けるも
のと解される」との記載や，放課後や休日等であっ
ても，学校の構内での選挙運動や政治的活動につい
ては，学校施設の物的管理の上での支障，他の生徒
の日常の学習活動等への支障，その他学校の政治的
中立性の確保等の観点から教育を円滑に実施する上
での支障が生じないよう，高等学校等は，これを制
限又は禁止することが必要であること」といった記
載が見られる。
　これらは，文部省（当時）が昭和 44年に通知し
た「高等学校における政治的教養と政治的活動につ
いて」に書かれている「暴力的な政治活動（いわゆ
る学生運動）」に対する警戒の名残であると考える
ことができ，国として，高校生の政治的教養を高め
る必要を認める一方，政治活動が過去の一部過激化
した学生運動のように再燃することへの懸念の現れ
と言える。しかし，アンケート結果からは，校内外
を問わず政治活動を行う生徒はほとんど見られない
ということがわかった。現状は，政治活動の制約に
ついて検討するよりも，生徒の政治への適切な関わ
り方とはどのようなものかについて議論するべき段
階にあると言えるだろう。
（5）　政治的中立性の確保
　設問 11では，「主権者教育を実施する際（実施し
たことのない場合は，「政治的な問題を授業で取り
扱う際」としてください。以下の質問についても同
様），政治的中立性が確保できているかどうか，不
安を感じることがありますか。当てはまるものを 1
つ選んでください」と質問した。回答の結果は表 9
の通りである。
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　最も多かった回答は，「あまり感じることはない」
の 53％であり，「全く感じることはない」の 7％と
合わせると，約 60％の回答者が，主権者教育実施
時の政治的中立性の確保について，不安を感じてい
ないという結果となった。
　一方，2番目に多かった回答は「時々感じること
がある」の 32％であり，「強く感じることがある」
との回答は 8％であった。
　「時々感じることがある」，「強く感じることがある」
と回答した人に対し，「どのような場合に政治的中
立性の確保に関して不安を感じるのか」について具
体的に記入してもらった。その結果，最も多かった
記述は「現実の政治課題や実際の政党等について取
り扱う際に不安を感じる」という内容のものであっ
た（全 58名の記述中 35名）。次いで多かったのが，
「指導内容に自分の考えや主観が入ってしまってい
ないか不安を感じる」という内容のものであった
（全 58名の記述中 13名）。その他の記述としては
「政治的中立性の定義そのものがあいまいである」，
「教科書や社会での通説も中立とは言えないのでは
ないか」，「どの新聞を使い，何紙比較させるかはっ
きりしない」といったものが見られた。
　設問 12では，「主権者教育を実施する際に，政治
的中立性が確保できているかどうかについて，その
意見や動向が気になる対象を，全て選んでください」
と質問した。回答の結果は表 10の通りである。
　最も多かったのは「保護者」の 51％であり，次
いで「マスコミ」の 40％，「生徒」の 39％，4番目
は「教育委員会」の 21％であった。以下，「政治家」
の 18％，「管理職」の 17％，「同僚」の 14％，「そ
の他」の 3％と続いた。
　政治的中立性の確保について意見や動向が気にな
る対象として，半数以上の回答者が「保護者」を上
げており，学校での主権者教育のことが保護者にど
う伝わっているのかを気にする教師が多いことが分
かった。一方，「政治家」という回答は 18％であり，
政治家が政治的中立性の確保についての判断に影響
を与えること12）についてはそれほど敏感になって
いるわけではないことが分かった。
　設問 13と設問 14では，主権者教育における新聞
の活用と政治的中立性の関連について尋ねた。設問
13では，「政治的に対立する意見（例：エネルギー，
安全保障，財政政策等）が存在する話題について，
新聞を活用して生徒に議論させる際，政治的中立性
を確保するために，最低限必要であると考える新聞
の提示数は次のうちどれですか。あなたの考えに最
も近いものを 1つ選んでください」と質問した。回
答の結果は表 11の通りである。
表９　政治的中立性確保に対する不安感
あまり感じることはない 53％
時々感じることがある 32％
強く感じることがある 8％
全く感じることはない 7％
表10　政治的中立性について，意見が気になる対象
保護者 51％
生　徒 40％
マスコミ 39％
教育委員会 21％
政治家 18％
管理職 17％
同　僚 14％
その他 3％
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　最も多かったのは「全国紙 2紙＋地方紙 1紙」の
30％であり，次いで「全国紙 3紙」の 24％，3番目
が「全国紙 2紙」の 22％となった。
　設問 14では，「実際に学校において新聞を活用し
た取組みを行う際に，現実的に準備が可能な紙面数
は，次のうちどれですか。最も近いものを 1つ選ん
でください。」と質問した。回答の結果は表 12の通
りである。
　最も多かったのは「全国紙 2紙＋地方紙 1紙」の
31％であり，次いで「全国紙 1紙＋地方紙 1紙」の
21％，3番目が「全国紙 2紙」の 17％となった。
　設問 13（政治的中立性確保に必要な紙数）と設
問 14（実際に準備可能な紙数）の回答を比較すると，
上位 3位までの回答は共に，「全国紙 2紙＋地方紙
1紙」，「全国紙 1紙＋地方紙 1紙」，「全国紙 2紙」
となった。
　『指導資料』の「指導上の政治的中立性確保に関
する留意点」13）では，「政治的に対立する見解があ
る現実の課題を指導するに当たって，新聞記事等を
活用する場合，どのような点に留意したらよいか」
という問いに対し「政治的に対立する見解がある現
実の課題については，現実の利害の関連等もあって，
国民の中に様々な見解があり，取り上げる事象につ
いて異なる見解を持つ新聞が見られる場合には，異
なる見解を持つ複数紙を使用することが望まれます」
と回答されているが，「複数紙を使用」とあるのみで，
具体的な紙数については触れられていない。
　この点について，藤井剛は対立する政治的見解が
ある課題を授業で取り扱う際には，「全国紙 2紙＋
地方紙 1紙」を提示することを推奨しており，その
理由として，政治的な立場を比較検討させたいので，
対立する立場を代表する新聞 2紙を使用することが
必要とした上で，「全国の視点」と「地方からの視点」
が加わることで「より多様な資料提示となる」ため
と述べている。ただし，政治的に対立する争点がな
い課題を取り扱う場合は，1紙でかまわないと述べ
ている14）。
　アンケート結果と指導資料及び藤井の主張を総合
して考えると，現実的に準備可能でかつ政治的中立
性が確保できる新聞の紙数は 3紙で，うちわけを全
国紙 2紙と地方紙 1紙とするということになるだろ
う。
　なお，1紙の中で多様な立場からの意見が紹介さ
れている場合は，その 1紙で足りるだろう。
　設問 15では，「あなたが授業において政治的中立
性を確保するために意識していることや，取り組ん
でいることを全て選んでください」と質問した。回
答の結果は表 13の通りである。
表11　政治的中立性確保に必要な紙数
全国紙 2紙＋地方紙 1紙 30％
全国紙 3紙 24％
全国紙 2紙 22％
全国紙 1紙＋地方紙 1紙 7％
全国紙 4紙 6％
それ以上 5％
全国紙 1紙 4％
全国紙 5紙 2％
表12　実際に準備可能な紙数
全国紙 2紙＋地方紙 1紙 31％
全国紙 1紙＋地方紙 1紙 21％
全国紙 2紙 17％
全国紙 3紙 14％
全国紙 1紙 5％
全国紙 4紙 4％
それ以上 4％
全国紙 5紙 3％
高校における主権者教育実施の課題と政治的中立性 45
　最も多かったのは，「「A説は～，B説は～」と対
立する意見を根拠をもって説明する」の 68.6％であ
り，次いで「対立する意見の資料を生徒に示し，生
徒自身に考えさせる」の 62.4％，3番目は「教科書
の内容に沿った説明のみを行う」の 16.4％となった。
多くの回答者が，説明の方法を工夫したり，生徒自
身に考えさせたりするなどの方法で政治的中立性を
確保しようと試みている一方，教科書の内容のみを
指導したり，政治的対立の見られる事柄について取
扱いを避けたりするなど，消極的手法で政治的中立
性を確保しようとする回答も一定数見られた。
　最後の設問において，「主権者教育に関するご意
見や，あなたが考える政治的中立性を確保するため
の課題についてご記入ください」という内容で自由
記述をお願いした。120名近い回答者から様々なご
意見をいただいたため，記載内容を表 14のように
11の項目に分類し，集計を行った。
　最も多かった回答の分類は「人が教える以上，必
ず主観は入ってしまい中立性の確保が難しい」の
16％，以下「政治的中立性の定義が難しい」の
15％，「政治的中立性の確保のためには，社会の様々
な課題について考えさせることが重要」の 14％，「政
治的中立性について敏感になりすぎている」の 9％
と続いている。これら上位の 4項目の中には，実際
に授業を行う際の課題について，以下のような具体
的な記述が見られた。
　・政治的な課題に対して，関心を持っている生徒
から，質問をされて答える際に，自分の意見を
はさまずに，政治的中立性を確保しながら説明
するのに難しさを感じる。（特に生徒の知識の
元が，インターネットの書き込みなど偏った意
見の場合。）生徒に対して，「こういう意見や，
こういう見方もある」と示しても，生徒が納得
したり，意見の存在を認めなかったりしたりす
る時，「政治的中立性とは何か」と感じてしま
うことがある。
　・政治的「中立」と「中間」との違いをはっきり
表 14　自由記述
人が教える以上，必ず主観は入ってしま
い中立性の確保が難しい 16％
政治的中立性の定義が難しい 15％
政治的中立性の確保のためには，社会の
様々な課題について考えさせることが重
要
14％
政治的中立性について敏感になりすぎて
いる 9％
政治的中立性確保のために，教員の研修
が必要 8％
政治的中立性確保のために，生徒の考え
を生かすことが重要 6％
地歴・公民科教員の負担が増加する 3％
主権者教育のための時間を確保できない 3％
管理職や教育委員会などの支援が必要 5％
その他 21％
表 13　政治的中立性確保のための取り組み
「A説は～，B説は～」と対立する意見
を根拠を持って説明する。 68％
対立する意見の資料を生徒に示し，生徒
自身に考えさせる。 62％
教科書の内容に沿った説明のみを行う。 16％
同僚と指導方法について相談する。 12％
政治的対立の見られる事柄については，
極力取扱いを避ける。 9％
管理職に指導方法を相談する。 4％
その他 2％
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させなくてはならないこと。「違う意見」をど
の程度比べるべきか。
　・人が指導するため，どんなに気をつけて，資料
を選択したり，話をしたりしても（政治的中立
性が）確保できているのか不安である。しかし，
投票や政党などを決める方法だけ指導しても生
徒はなかなか自ら行動しない。
　これらの記述を見ると，「政治的中立」という言
葉の意味するところを，実際に授業の中で，どのよ
うに具現化していくべきなのか悩んでいる教師が多
くいることが分かる。なお，教育における政治的中
立性については，項をあらためて詳しく述べたい。
（6）　その他
　このほか自由記述においては，「管理職や教育委
員会などの支援が必要」や「政治的中立性確保のた
めに，教員の研修が必要」など，主権者教育の実施
のための支援や研修の充実に関する意見もあった。
前述のように教育委員会が主権者教育を推進してい
るが，研修の機会をよりいっそう充実させる必要が
ある。今後，初任者研修やその他の悉皆研修等の中
で，地歴・公民科に限らず，様々な教科の教員に主
権者教育の研修を受ける機会を提供することが必要
だろう。
　また，「地歴・公民科教員の負担が増加する」や
「主権者教育のための時間を確保できない」という
内容の記述もあった。主権者教育の中心的な役割を
担うのが地歴・公民科の教員となることは，教科の
特性からも必然であると言える。しかし，現実的な
現場の状況としては，主権者教育の実施について，
地歴・公民科の教員が抱え込むことになってしまっ
ている学校が少なくない。また，近年地歴・公民科
に期待されるものとしては，主権者教育のほかに，
法教育や租税教育，民法上の成人年齢が 18歳にな
ることに伴う消費者教育などがあり，生徒にとって
有益と考えられる実践を意欲的に行おうとするほど，
時間の確保に苦労することになる。
　こうした状況を改善するためには，主権者教育を
一教科の取り組みとするのではなく，学校全体で取
り組むこととして役割を分担し，実施の準備や打ち
合わせなどにかかる時間が確保できるようにしてい
くことが必要である。また，学校全体で日常的に主
権者教育に取り組むことで，その効果がより高まる
ことも期待できるのである。
２　教育における政治的中立性
（1）　文部科学省の新通知
　2015年の 10月 29日に文部科学省から初等中等
局長名で新たに出された「高等学校等における政治
的教養の教育と高等学校等の生徒による政治的活動
等について（通知）」15）（27文科初第 933号。以下，
「新通知」という）によって，「生徒の積極的な政治
への関わり」への期待が高まり，高校現場において，
政治的事象をどのように取り扱っていくのか様々な
試みがなされるようになった。
　一方，新通知においても，いわゆる 44年通達（文
部省初等中等教育局長通達「高等学校における政治
的教養と政治的活動について」昭和 44年 10月 31日，
文初高第 483号）から引き続き，政治的事象の取扱
いについての客観性の確保，いわゆる政治的中立性
の確保についての様々な留意点が示されることと
なった。
　通知の前半部分では， 「学校は，教育基本法第 14
条第 2項に基づき，政治的中立性を確保することが
求められるとともに，教員については，学校教育に
対する国民の信頼を確保するため公正中立な立場が
求められており，教員の言動が生徒に与える影響が
極めて大きいことなどから法令に基づく制限などが
あることに留意することが必要です」と述べられて
いる。また，第 2「政治的教養の教育に関する指導
上の留意事項」の 1では「指導に当たっては，教員
は個人的な主義主張を述べることは避け，公正かつ
中立な立場で生徒を指導すること」，3では「指導
に当たっては，学校が政治的中立性を確保しつつ，
現実の具体的な政治的事象も取り扱い，生徒が有権
者として自らの判断で権利を行使することができる
よう，より一層具体的かつ実践的な指導を行うこと」
と述べられている。
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　さらに，第 3の「高等学校等の生徒の政治的活動
等」では，2で「放課後や休日等であっても，学校
の構内での選挙運動や政治的活動については，学校
施設の物的管理の上での支障，他の生徒の日常の学
習活動等への支障，その他学校の政治的中立性の確
保等の観点から教育を円滑に実施する上での支障が
生じないよう，高等学校等は，これを制限又は禁止
することが必要であること」と述べられている。通
知全体を通して，政治的中立性についての記述が複
数回見られ，中立性の確保に最大限の配慮を行う必
要があるというメッセージが込められていると理解
できる。
　しかし，「教員の公正中立な立場」や「政治的中
立性の確保」といった言葉が使われる一方，教育に
おける政治的中立とは一体何なのか，また，中立を
維持したり中立性を確保したりするためにはどのよ
うな具体的な手法があるのかという点について十分
に議論がなされているとは言いがたい。ここでは，
教育における政治的中立という概念はどのようなも
ので，また中立の担保のためにはどういった取り組
みが必要となるのかを考えてみたい。
（2）　主権者教育を行う上での政治的中立性に関す
る視点
　高校の現場において主権者教育という言葉が使わ
れるようになったのは，2015年頃からである。こ
れまで様々な形で主権者教育が実施されてきたが，
主権者教育の計画や実施と教育における政治的中立
性の確保は，切っても切り離せない関係にある。実
際に学校現場において主権者教育を実施するに当
たっては，実施内容よりも先に「政治的中立性の確
保はなされているのか」という懸念が常に生じた。
これは，実際に主権者教育を行う教師も管理職も共
に不安を感じているという状況でもあった。
　しかし，「政治的中立性」と言っても，その定義
は様々でありうる。政治的中立性とはどのようなも
のであり，誰が判断するのか，また主権者教育の実
践において政治的中立性を確保するには何が必要な
のかを整理する必要がある。この課題の根底には，
なぜ「政治的中立性」が必要なのかという論点があ
る。
（3）　政治的中立性と政治との関係
　佐貫浩は教育の政治的中立性について，「歴史的
にみて，何よりも，権力は教育内容が教育方法に関
わって，その価値内容に干渉したり統制を及ぼした
りしてはならない，その意味で教育の内的な価値内
容に対して権力（政府）は「中立」でなければなら
ないという規範として存在している」16）と述べてい
る。つまり，教育内容について政治権力が介入する
ことがなく，教育の主体性が保たれていることが中
立の状態だと定義している。
　また，「もしこの規範に対する誤りが生じたとし
ても，それが政治権力によって判定され，取り締ま
られる場合，それは，権力が直接どのような教育内
容や方法における価値方向が望ましいのかを直接判
断することとなり，ただちに「教育の政治的中立性」
の基本原理を侵犯することになる。したがって，こ
の誤りは，教師の専門性の錬磨という方法によって，
すなわち権力からの教育の自由のもとでの文化的，
科学的批判と探究で克服されるべきものである」17）
とも述べており，政治的な中立性の確保は，教師の
専門性にのみ依存すると佐貫は考えている。
　ここでは，政治的中立性について，「政治が教育
に介入してはならない」ということが強調されてい
る。教育への政治の不介入が政治的中立性であると
捉える佐貫の観点からすれば，2016年に自民党が
一時党のホームページに開設した「学校教育におけ
る政治的中立性についての実態調査」は，政党によ
る調査行為そのものが教育における政治的中立性を
損なう事例であると言えるだろう。
　新藤宗幸も教育における政治的中立性とは，政治
が教育に介入することがない状態であると述べてい
る。著書の中では「「教育における政治的中立性」
というばあいの「政治」とは，諸利害を調整しひと
つの意見を決定する「政治」一般をさしているので
はない。ここにいう「政治」とは，あくまで「政党
政治」を意味する。政党政治の動向はそのときどき
の政治的イシューに左右される。特定の綱領・イデ
オロギーを有する政党が政権の座を獲得する。この
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とき政権政党は自らの意にかなう教育を実施するた
めに，教員人事や教科書などの偏向を企図するかも
しれない。反対党が政権の座についたとき，全く同
じことがくりかえされることもあろう」18）と述べて
おり，「教育における政治的中立性」の「政治」と
は「政党政治」であると明確に定義している。また，
「どのレベルの学校教育であっても，教育は科学的・
学問的真理の追究のためにある。近代憲法が学問の
自由を憲法で保障したのはこのためである。（日本
国憲法第 23条）。したがって，「教育における政治
的中立性」とは，教員人事，教科書の内容や採択，
学校運営にたいする政党政治の介入を排除する規範
としての意味をもっているのである」19）と述べてお
り，政権政党のイデオロギーが教育に影響を与える
ことを排除する規範が「政治的中立性」の確保であ
ると論じている。
　佐貫と新藤の議論をまとめると，「政治的中立性」
について考える際の「政治」とは「政党政治」や「政
治権力」であり，政治の教育への介入をどのように
排除するのかが議論の焦点となっている。そして，
教育への政治の介入排除の方法として重要なのは，
佐貫によれば「教育の自由のもとでの文化的，科学
的批判と探究」，また新藤によれば「科学的・学問
的真理の追究」である。
　現実的には，初等中等教育における授業の内容は，
文部科学省が作成する学習指導要領に則って行われ
ており，文部科学省が国家の行政機関である以上，
時の政権政党の意向が教育内容に影響を及ぼしうる
ことは周知の事実である。しかし，学習指導要領の
記載内容とは別に，実社会には日々変化する様々な
課題が無数に存在しており，そうした現実の課題を
授業でどのように取扱い，生徒に理解させるかは教
師の力量が試されるところである。佐貫，新藤の言
う「真理の追究や探究」による「政治的中立性」の
確保を教師の行動に置き換えるならば，「絶え間な
い教材研究により真理を追究し続けること」と言う
ことができるのではないだろうか。授業で取り扱お
うとする教材の理解が不十分なものであれば，意図
せず一面的な偏った教え方につながることは容易に
想像できる。教師自身の物事に対する深い理解が，
政治的中立性の確保には必要なのである。
（4）　政治的中立性確保のために授業における具体
的な手法
　林大介は，「社会のありかたに「正解」というも
のはない。また，「中立的な考え」というものは存
在しない」という前置きをしつつ，「教師に求めら
れているのは，生徒が物事を批判的に捉え，複合的
に考える機会を創り出すこと。そして，そうした取
り組みを通じて，ひとつの考えに捉えられるのでは
なく，多面的に物事を捉えることの大切さに気づか
せることである」と述べている。また，政治的中立
性の確保のためには，「特定の答えを求めるだけで
なく，多様な選択肢をいかにして組み合わせていく
のかが，必須の学びとなる」20）とも述べている。つ
まり，政治的中立性とは「社会の出来事に対する，
様々な視点を生徒に気づかせること」により確保し
ていくものであるということである。
　生徒に様々な視点について気づかせるための教師
の指導方法としては，林は「Xという考えで A党
を支持する人がいます。一方で，Yという考えで B
党を支持する人もいます。みんなはどのように考え
ますか？」21）というように，学ぶ側である生徒自身
が先入観なく考えられる機会を提供することを推奨
している。
　藤井は，林と同様に，様々な視点や多様な意見の
取扱いを授業における政治的中立性確保の重要な視
点としながら，さらに具体的な見解を示している。
　藤井は「理論的な「政治的中立」はあり得ない」
としており，その理由について，「「A党と B党の
主張の真ん中」と「B党と C党の主張の真ん中」
は当然違うものである」と述べ，「ある人物が「主
権者教育は中立であるべきだ」と主張するとき，そ
の人物と教育現場が異なる対立政党を想定していた
場合，「その授業は中立でない」と批判されること
になる」と具体的に説明している。そのため，実際
に存在しない「政治的中立性」を厳密に確保するこ
とは想定できず，「授業における“中立”は“公平”
と読み替えること」を勧めている22）。「公平」かど
うかは，手段や方法の問題であり，授業方法の工夫
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により解決できるということである。授業での課題
の取扱いについて「公平」さを維持するための方法
については，「A説，B説を示したとしても，教員
の口はひとつであるため，どうしてもどちらかの説
に傾くことがある。そのような場合は，複数の資料
（新聞など）を利用して，対立点やその根拠などを，
生徒自らが調べ，まとめ，発表し，討論して判断さ
せるようにすること」と説明している23）。
　最後に，総務省・文部科学省による主権者教育副
教材『指導資料』について取り上げる。『指導資料』
の中では，学校が政治的中立性を保ちつつ，政治的
教養を育む指導を行うためにいくつかの留意点をあ
げている。
　　政治的に対立する見解がある現実の課題につい
ては，種々の見解があり，一つの見解が絶対的に
正しく，他のものは誤りであると断定することは
困難であるとともに，一般に政治とは自分の意見
を持ちながら議論を交わし合意形成を図っていく
ことが重要であることから，一つの結論を出すよ
りも結論に至るまでの冷静で理性的な議論の過程
が大切であることを理解させること。多様な見方
や考え方のできる事柄，未確定な事柄を取り上げ
る場合には，生徒の考えや議論が深まるよう様々
な見解を提示することなどが重要であること。そ
の際，教員は中立かつ公正な立場で指導すること
が必要であること。また，特定の事柄を強調しす
ぎたり，一面的な見解を十分な配慮なく取り上げ
たりするなど，特定の見方や偏った取扱いとなら
ないよう指導することが必要であること24）。
　このように，『指導資料』の見解によれば，政治
的中立性の確保のためには，多様な意見を取り扱い，
生徒による思考や議論の機会を授業で設けることが
重要であり，この見解は，先に挙げた林及び藤井の
考える政治的中立性の確保と共通している。
　林，藤井及び『指導資料』が述べている内容から，
政治的中立性を確保するため，授業においてどのよ
うな取り組みが必要なのか整理すると，「ある課題
について多様な視点を提示すること」と「生徒に考
え判断させること」の 2点があると言える。
　「課題について多様な視点を提示すること」に関
して，教師が授業を行う上で必要なことは何だろう
か。まず，前述した，教師の絶え間ない教材研究に
より，課題の背景や本質を理解した上で教材として
生徒に提示することが前提としてあるだろう。さら
に，林は「あらゆる教科で政治教育を」行うことの
重要性について，「そもそも“政治教育”は社会科
系の科目（中学の公民，高校の政治・経済など）で
取り組まれることが多いが，政治的教養を高めてい
く教育は，社会系の科目だけで取り組む必要はない」
と述べており25），国語で新聞記事を読み論説の要点
をまとめることや英語で外国語のニュースに触れ国
際的な社会の動向について知るなどのほか，数学で
数理的分析やグラフの読み取り方を学ぶことなどに
ついても，「課題の多様な取扱い」であるとしている。
　藤井は，授業で取り扱う課題を，生徒の多様な考
えを引き出せるようなものにするよう工夫すること
を提唱している。このことについて，山根栄次は更
に具体的に次のように解説している26）。例えば，「原
子力発電所の開発の是非」などのような，政治的に
対立する立場が明らかで，授業での取扱いを難しく
感じるようなテーマの場合，「30年後の日本のエネ
ルギーの供給はどのようになるべきか」など大きな
テーマとすることで，「原子力発電の是非」以外にも，
「自然エネルギーの可能性」や「化石燃料の枯渇問題」
などと合わせ，「世界の原子力発電の状況」や「原
子力発電のメリット・デメリット」等についても議
論の対象とすることができ，課題に対する多様な視
点の提示が実現できるというのである。またどのよ
うな政治的な立場からでも公平に発言できる学習問
題の設定を「中立的な問題設定」と呼んでいる。
　実際の高校現場においては，主権者教育は地歴・
公民科教員が中心となって行うということが事実上
の共通認識となっている。地歴・公民科が主権者教
育の中心的な担い手となることは，教科で取り扱う
内容から必然の部分もあるが，あらゆる教科に渡っ
て主権者教育に関わる取り組みを行うことは，課題
に対し多様な視野を養うことにつながり，結果的に
政治的中立性を確保することにもつながると考えら
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れる。
　「生徒に考え判断させること」に関して，『指導資
料』では，討論の方法やディベート，地域課題の見
つけ方，模擬選挙，模擬請願，模擬議会など生徒が
議論し考えを深める手法を複数紹介している。ここ
に示されているいずれの方法も，実際に授業で導入
し効果的な指導を行うためには，教員の授業実践経
験の蓄積に基づく力が試されるものである。教員自
身が様々な授業手法を身につけることで，1つの課
題について色々な角度から生徒に考え判断させるこ
とができるようになる。このことが，主権者教育の
質を高め，政治的中立性の確保にもつながっていく
と言えるだろう27）。
おわりに　―まとめと今後の課題―
　本稿では高校における主権者教育の実践と政治的
中立性について，筆者（峯川）が実施した教員アン
ケートの結果の分析を中心に論じてきた。
　18歳選挙権が導入されてから様々な形で主権者
教育が行われてきたが，アンケートの結果から，実
施上の課題は大きく分けて 2点あることが分かっ
た。
　1点目は，主権者教育は学校教育全体を通して行
うべきことであるという認識が，学校現場に広がっ
ていないことである。教科の特性から地歴・公民科
の教員が中心的な役割を担う必要があるものの，
様々な経験や専門性を持つ各教科の教員がそれぞれ
の視点から取り組むことで，社会的な課題に対する
多様な取扱いが可能となり，より効果的な主権者教
育が実現する。また，こうした認識が広がることで，
主権者教育を行う際の負担が地歴・公民科の教員に
偏っている，主権者教育が模擬投票のような特別の
イベントとしてしか行われない，主権者教育を行う
ための時間の確保が難しいといった課題の解決の糸
口も，見つけやすくなるだろう。
　学校全体で行う日常的な主権者教育として，具体
的には，生徒会活動や学校行事などで生徒の主体的
な取り組みを促す，様々な授業でディスカッション
の機会を導入する，ホームルーム活動で様々な意思
決定の方法を経験させるなどのことが想定できる。
　主権者教育は学校全体で行うという前提の上で，
地歴・公民科以外の教科の教員も主体的に主権者教
育に関わっていくことを目指していくには，「社会
的な課題に対する深い理解」を他教科の教員がどの
ように実現していくかということが，その先の課題
となる。
　2点目は，政治的中立性の定義及び確保に関する
課題である。アンケートを実施するまでは，主権者
教育の実施上の課題と政治的中立性に関する課題と
を分けて考えていたが，アンケート結果を見ると，
主権者教育実施上のたいへん重要な課題として「政
治的中立性」をいかに確保するかという課題がある
ことがわかる。またアンケートから，教育における
政治的中立性とはどのようなものであるのか模索す
る教師の姿が浮かび上がってきた。
　主権者教育に取り組む教師は，政治的中立性を確
保しようとすると，「なぜ政治的中立性が必要なのか」
という問いを解決する必要が出てくる。
　教育において政治的中立性の確保が必要な理由は，
生徒に自由な思想や意見の表明を経験させ，他者の
意見に耳を傾けつつ，自分の意見を形成する主権者
を育てる上で重要であるという点に求めることがで
きるだろう。政治的中立性の確保の目的は，文部科
学省の通知の内容を満たすことそれ自体にあるので
はない。政治的中立性を確保することによって，生
徒は 1つの社会的事象にも様々な意見や見方がある
ことを知り，そうしたことを理解した上で，自己の
考えを持ち行動できるようになる。このようにして，
有意義な主権者教育が成立するのである。
　政治的中立性とはどのようなものかについて，佐
貫や新藤らは，「政治的中立性」と言う際の「政治」
とは政党政治や政治権力であり，こうした政治から
教育が影響を受けないことが政治的中立のあるべき
姿であるという見解であった。政党や政治家が教育
内容に干渉することがあってはならず，またそのた
めには授業で取り扱う実社会での課題について，教
師が絶え間のない教材研究を積み重ね，深い理解を
する必要がある。
　また，授業を行う上で，政治的中立性を確保する
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ために，どのような取り組みをすればよいのかとい
う点について，林や藤井らは，厳密な政治的中立は
存在せず，「中立」を「公平」と読み替え，課題に
対する多様な取扱いが必要であることを指摘してい
る。教師自身が，授業で取り扱う政治的な課題を十
分に理解し，社会にはどのような意見が存在してい
るのかを注意深く収集・整理した上で，生徒に伝え
なくてはならない。
　政治的中立性とはどのようなものなのか，また，
どのように確保すればよいのかという 2つの点につ
いて考える中で，その答えに到達するには「社会的
な課題に対する教師の深い理解」が必要であること
が確認できた。
　これまで手探りで行われてきた政治的中立性の確
保の方法は，ある程度確立されてきた。今後は，そ
れを周知・普及させ，さらに発展させていくことが
必要である。
　18歳選挙権が導入され何度か選挙が行われたこ
とで，当初「特別」だった主権者教育は「通常」の
ことになりつつある。筆者（峯川）は現在，主権者
教育がより高校教育の現場に浸透し，生徒にとって
役立つものになるよう，新たな実践に取り組んでい
るところである。現在の取り組み内容については，
別の機会に紹介することとしたい。
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